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Ⅰ 区民の声委員会の職務の概要 

 

 新宿区区民の声委員会制度は、区政に関する苦情を簡易迅速に処理するた

め、平成１１年１１月に発足した。現在、区民の声委員会の職務は次のとお

りである。  

 

○ 苦情申立ての処理  

 区の機関の業務に関する事項や当該業務に関する職員の行為について、利

害関係のある人から苦情の申立てがあったとき、公正・中立の立場からその

内容を調査して、その結果を苦情申立人に通知する。その際、区の行政執行

に問題がある場合には、区の機関に対し問題点を是正するよう勧告したり、

苦情の原因が制度そのものにある場合には、制度を改善するよう意見を表明

したりすることができる（資料４「苦情申立ての処理の流れ」参照）。  

 申し立てられた苦情は、条例に基づき、３人の委員の合議によって処理さ

れている。  
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Ⅱ 苦情申立て等の受付及び処理状況 

 

１ 苦情申立て等の受付状況  

 平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの１年間に、区民の声

委員会に寄せられたいわゆる「区民の声」としての苦情申立て等は３７件で

あった。  

 このうち「苦情申立書」により申立てが行われたものは７件で、これを苦

情の内容によって組織別に見てみると、総務部、地域文化部に関するものが

各２件、区長室、福祉部、子ども家庭部に関するものが各１件であった。  

一方、苦情申立てにまで至らなかった苦情及び相談等は２６件あり、こ

れを内容によって組織別に見てみると、福祉部に関するものが１３件（う

ち１件は教育委員会に関するものを含む。）と最も多く、次いで総務部に関

するものが３件、みどり土木部に関するものが２件、地域文化部、子ども

家庭部に関するものが各１件となっているほか、区民の声委員会の苦情申

立ての方法等に関する問い合わせも６件あった。  

また、区民の声委員会の所管外のものは４件であった。  

これら苦情申立人及び苦情申立てにまで至らなかった相談者等を男女別に

見てみると、男性が２３人、女性が１４人であった。  
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（表１）  苦情申立て等の受付状況   

区     分  件   数  

１  苦情申立書による申立て      ７  

 

内  

 

 

訳  

 区長室に関するもの  

総務部に関するもの  

地域文化部に関するもの  

 福祉部に関するもの  

 子ども家庭部に関するもの  

    １  

    ２  

    ２  

    １  

    １  

２  苦情・相談等  ２６  

 

 

内  

 

 

訳  

 

 

 総務部に関するもの  

 地域文化部に関するもの         

 福祉部に関するもの  

（うち１件は教育委員会に関するものを含む。）  

 
子ども家庭部に関するもの  

 みどり土木部に関するもの  

 苦情申立ての方法等についてのもの  
 

    ３  

    １  

   １３  

 

    
１  

    ２  

    ６
 

３  区民の声委員会の所管外のもの   ４  

合     計  ３７  
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（表２）  所管別苦情申立書受付状況  

所  管  部  件  数  内    容  

区  長  室    １  〇副区長の部長への指導の徹底について  

総  務  部    ２  

〇保育士採用試験の運用の誤りと不適切な対

応について、  

〇住民税課税証明書及び納税証明書の無権代

理人に対する交付について  

地域文化部    ２  

〇質問に対して区がメールで回答しようとし

ないことについて  

〇同上(再調査申立て) 

福  祉  部    １  〇生活保護の実施の遅滞について  

子ども家庭部    １  
〇私立保育園に対する区の指導の怠慢につい     

て  

合   計    ７  
 

 

（表３）  苦情・相談等  

区     分  件   数  

１  区の機関の業務執行に関する苦情・相談  １３  

２  職員の対応に関する苦情     ５   

３  区への要望・意見     ２  

４  苦情申立ての方法等に関する問い合わせ     ６  

合     計  ２６  
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（表４）年度別苦情申立て等の受付状況  

                              （件数）  

区  分  
苦情申立書によ

る申立て  
苦情・相談等  所管外  合  計  

平成１１年度      ８     ５６   １１    ７５  

平成１２年度     １０     ８２   １９   １１１  

平成１３年度      ８     ７３   ２６   １０７  

平成１４年度     １０     ７２   ２４   １０６  

平成１５年度      ８     ５９    ８    ７５  

平成１６年度      ８     ４３   １３    ６４  

平成１７年度      ７     ５１   １４    ７２  

平成１８年度      ８     ４０    ９    ５７  

平成１９年度  １２  ４７  １５  ７４  

平成２０年度   ９  ４２  １６  ６７  

平成２１年度  １４  ５８  ２０  ９２  

平成２２年度   ９  ４６  ２５  ８０  

平成２３年度  １０  ４８  ２１  ７９  

平成２４年度   ７  ２６   ４  ３７  

 

 

 

 



  - 6 - 

２ 苦情申立て等の処理状況  

（１）苦情申立ての処理状況  

  苦情申立ての処理状況をみると、苦情申立書を受け付けた７件は、すべて

年度内に処理され、調査継続となったものや申立てが取り下げられたもの

はなかった。  

処理内訳については、申立人に「調査結果通知書」を送付したものが５

件、「調査しない旨の通知書」を送付したものは２件となっている。  

  「調査結果通知書」を送付した５件のうち、行政に対する要望事項を含

むものは２件、行政の対応に不備が認められなかったとしたものは３件で

ある。また、苦情申立ての趣旨に沿った調査結果となったもの及び是正勧

告や意見表明を行ったものはなかった。  

  申立人に調査結果を通知した５件を処理日数別にみると、３０日未満が

０件、３０日以上６０日未満が３件、６０日以上が２件であった。  

 

（２）苦情・相談等への対応  

  区民から当委員会に寄せられる「区民の声」は、区政や職員に対する苦

情・要望・相談、近隣とのトラブル等多様であった。当委員会としては、

制度の仕組みをはじめ、中立性やプライバシーの保護に特段の配慮をして

いることを説明し、申立ての案内をしている。  

  こうした中で、苦情申立書の提出に至らない苦情・相談等についても、

当委員会として積極的な対応に努めているところである。このうち、区政

や職員に関する苦情・意見については、その趣旨を所管課に伝えるととも

に、特に業務執行に関し説明や相談を求めている場合については、所管課

を案内し対応を依頼している。なお、区以外の機関に対するものについて

は、当該機関や相談窓口を紹介する等して、「区民の声」への適切な対応

を図っている。  
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（表５） 苦情申立て処理状況 

処 理 区 分 件 数 所 管 部 

１ 「調査結果通知書」を送付したもの ５ 
 

 （１）勧告・意見表明をしたもの 

 

（２）苦情申立ての趣旨に沿ったもの 

 

（３）行政への要望事項があるもの 

 

（４）行政の対応に不備がなかったもの 

０ 

 

０ 

 

２ 

 

３ 

 

 

 

 

 

総務部１、子ども家庭部１ 

 

総務部１、地域文化部１、 

福祉部１ 

２ 「調査しない旨の通知書」を送付したもの ２ 
 

 （１）事実のあった日から１年を経過した事項 

（２）区民の声委員会条例により処理済の事項 

（３）判決・裁決等が行われた事項等 

（４）区議会に関する事項 

（５）監査委員が結果を報告した事項等 

（６）区の行政機関に属しない事項 

（７）その他調査対象外の事項 

０ 

２ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

 

区長室１、地域文化部１ 

 

 

 

 

 

３ 苦情申立てが取り下げられたもの ０  

４ 調査継続中のもの ０  

合    計 ７ 
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資料１ 苦情申立ての処理事例 
 

（事例１） 
 

１ 苦情申立ての対象機関 

   総務部 

２ 苦情申立ての趣旨 

 申立人は新宿区（以下「区」という。）が平成２３年８月に行った保育士の採用選

考を受験した。１か月ほど経ったある日、申立人のもとに区の担当者から電話で、「選

考結果は合格であるが、採用は来年４月１日ではなく９月１日でも構わないか？」

との問い合わせがあり、申立人はこれに同意した。その後、区からは採用選考合格

通知とともに平成２４年９月１日付け採用内定通知が届いた。 

 ところが、申立人は学内試験に失敗し単位の一部を落としてしまったため、保育

士資格の取得は４月まで、その登録は６月までずれ込むことになった。そこで申立

人は、早速区に電話をして事情を説明したところ、区の担当者からは、採用予定日

までに保育士資格の登録が完了していれば採用は可能である旨の回答を得た。 

 安心していた申立人のところに突然区から電話が入ったのは４月のことである。

来庁してくれるようにとの依頼に応じて区役所まで行ってみると、「採用できると返

事をしたが間違いだった。３月までに保育士登録がされていなければ採用すること

ができない。」との申し渡しがあり、しかもその後、申立人の場合には採用予定日の

平成２４年９月１日時点で３０歳になるから、年齢要件にも抵触することになると

いう事実も明らかにされた。 

 採用内定取消通知が送付され確定的に内定を取り消された申立人は、区の人事課

に対し、「仮に３月中に保育士資格の取得・登録ができていれば、内定通知どおりに

９月 1 日に採用されたのか？」と質問すると、「その場合は、３０歳になる前のいず

れかの時点、例えば６月に採用日を変更して採用することも考えられる。」という回

答であった。しかし、結局のところは区の処理の間違いだったのではないか。もし

間違いであったのなら、人の人生を大きく変えるような大きな間違いであるから、

深く反省して、再発防止策をとるべきではないか。 
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こうした経過の中で、申立人は以下のことを申し立てたものである。 

 ⑴ 採用内定及び内定取消しに係る事柄について、事実確認と今後の改善を求め

る。 

 ⑵ 職員の誤った指導が原因で仕事がなくなり困っている。区に採用してもらえる

よう求める。 

３ 調査結果の要旨 

  ⑴ 申立人の指摘はもっともであり、区においては、以下の改善策を検討するよう

要望する。  

   ア 受験申込者に対して採用時における要件を周知徹底する。  

   イ 根本的な対応として、可能な限り同一の採用選考において採用予定日が複

数にならないように採用計画を立てる。  

   ウ 合格者に対して採用時における要件を周知する。  

   エ 文書作成時に人事課採用ラインで採用時の要件を確認する。  

   オ 採用事務マニュアルの更新と後任への引継方法の改善を行う。  

   カ ＯＪＴにより、職員の育成・指導を行い、個々の職員の意識を高める。  

 ⑵ 申立て内容のうち、「職員の誤った指導が原因で仕事がなくなり困っている。

区に採用してもらえるよう求める。」の部分については、職員の任用という区の

人事権に関わる事項であり、また募集要項が応募者全員に求めていた平成２４年

３月３１日までに保育士資格の登録を受けなければならないという要件を申立

人が欠くことになったのは事実でもあることから、当委員会としては判断を差し

控えることとした。 
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（事例２） 

１ 苦情申立ての対象機関 

   福祉部 

２ 苦情申立ての趣旨  

申立人は、生活困窮状態にあるいわゆるホームレスであるとして新宿区福祉事務所

（以下「福祉事務所」という。）に対し生活保護を求めたが、何度保護申請するも保

護が開始されないとして、次のとおり本件申立てに及んだ。 

⑴ 福祉事務所が、生活保護の決定が出るまでの生活費の貸付等や簡易宿泊所の宿

泊代、カプセルホテル代の貸付等をしてくれない。他のホームレスの生活保護申

請者との間に差別的な取扱いがある。 

⑵ 福祉事務所は、社会福祉協議会から臨時特例つなぎ資金貸付を受けるための意

見書を出してくれない。また、福祉事務所の職員は、理由も言わず、生活保護申

請を却下すると複数回発言した。  

⑶ 福祉事務所の職員は、生活保護の制度やその受給手順に関する規定について説

明することなく、ただ「総合的に判断した」と回答するばかりである。  

３ 調査結果の要旨  

 ⑴ 福祉事務所は、乾パンの支給等必要と認められる援助を申立人に対し実施して

おり、特に不適切又は差別的な取扱いが行われたとは認めがたい。  

⑵ 福祉事務所の職員の説明によれば、申立人の資力に関し、貸付が必要であると

の確認を得ることができなかったために臨時特例つなぎ資金に係る意見書の作

成を見合わせただけであるということであって、その他特に不適切な対応があっ

たとは認められなかった。また、福祉事務所の職員が理由も言わずに生活保護申

請を却下すると発言したとの申立人の主張についても、生活保護決定の仕組みや

一連の経緯から考慮すると、関係職員がそのような発言をしたとは考えられず、

申立人の聞き間違い又は誤解等があったものと推量される。 

⑶ 福祉事務所の関係職員の説明によれば、法令等に基づき説明を行ったというこ

とであり、特に不適切な対応があったとは認められなかった。  
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資料２ 苦情・相談等の事例 

１ 区政に関する要望や意見として、所管課に伝えたもの 

 ○ 悩みごと相談で電話をすると、混んでいるようでなかなかつながらず、音声ガイド

が入ってくる。音声ガイドが入れば電話料金が発生してしまう。つながらない場合は

電話料金が発生しないようにしてほしい。 

 〇 電線を地中化する工事の音がうるさくて病気になりそうだ。 

 

２ 業務執行や職員の対応に関する苦情として、所管課に連絡を行ったもの 

○ 区の高齢者向けサービスである「緊急通報システム」及び「福祉電話」を長年利用

してきた生活保護受給者であるが、このたび住み続けてきたアパートが取り壊されるこ

とになったため、転居を余儀なくされることとなった。転居した後もこれらのサービス

は当然継続されるものとばかり思っていたところ、不本意にも「福祉電話」の方が解約

されてしまった。理由は携帯電話を所有しているからだという。しかし、携帯電話は、

心臓が悪くいつ発症するとも知れない体であるため、外出時における非常用として医師

から携帯するよう指示されているものであり、したがって日常的には全く使用しないも

のである。 

  固定電話のない生活は考えられず、何度も担当課や福祉事務所に足を運んでは設置を

願い出ていたが、ようやく念願の「福祉電話」が再設置されたのは、もう１か月以上経

ってからのことだった。 

ところが、今度は「緊急通報システム」の方が、さらに２か月近く放置されたまま設

置されなかった。その理由を区に聞いてみると、アパートの家主がシステムの設置に反

対しているからだと言う。しかも、家主と直接談判して家主の了解を取りつけてくれる

ならば、区としてはすぐにでも設置が可能だと言うのである。しかし、「緊急通報シス

テム」の設置には部屋やアパート自体の工事は必要でなく、ごく簡単な回線処理だけ行

えばよいのであるから、それならば、家主に少しも迷惑がかかる話ではないはずである。

にもかかわらず、家主の個人的意向を聞き入れることで区の大切な事業を実施しないと

いうのは全く納得できない話である。区長名で送付してきたシステム設置決定通知書の

効力はいったいどうなるのか。あとは本人と家主との間で協議せよとばかりに放置する

のは、区が事業主体であることを忘れ、自ら「緊急通報システム」の「緊急」性の趣旨

をも無に帰する態度ではないのか。 
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※ 上記相談者からは、複数回にわたり当委員会に対し電話があり、その都度状況が進展しない

ことへの苛立ちやその苦境が訴えられた。ただ、正式に苦情申立てを提起することについては、

未だ決心がつきかねる様子であったため、当委員会としては、所管課がすすんで対応の改善を

図れないのか打診するとともに、他方、相談者本人との連絡を密にして、その後も適宜にフォ

ローするよう心がけた。 

   最初に相談を受けた日から約３か月後、相談者から当委員会に電話があり、ようやく「緊急

通報システム」が設置されたとの喜びにあふれた感謝の声を聴くことができた。 

 

３ 所管課を案内し、説明・相談の対応を依頼したもの 

○ 夫の遺族年金だけでは生活できないので仕事をしようと思い区の窓口で相談した

が、あっちこっちたらい回しにされ、プライベートな事まで聴取されたあげく、結局

は何も役に立たなかった。 

○ 窓口で応対した若い職員が、態度が悪く怒り心頭である。しかも、外見は中身と関

係ないとはいえ、髪型や服装も公務員とは思えないチャラチャラした格好だった。 

○ 第二分庁舎にはいつもホームレスの人たちがいて、相談窓口に行きにくい。しかも、

相談しているときに、周りにホームレスの人が立っていたりしてプライバシーが侵害

されているような気がする。相談窓口の位置を変えてほしい。 

 

４ 区民の声委員会に対する問い合わせとして、説明を行ったもの 

○ 多数人で苦情申立てをする場合に申立書はどのように提出すればよいのかとの問い

合わせに対し、当該多数人の名簿を添付して代表者名で提出するよう説明した。 

○ 電話でも苦情申立てはできるのかとの問い合わせに対し、文書によることが原則な

ので電話による申立てはできないが、ＦＡＸを利用して申立てを行うことは可能であ

る旨説明した。 
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資料３ 

「区長の求めに応じて行う区民からの苦情に関する事項」の調査実績 

 

 

 区 民 の声 委 員会 は 、平 成１ ５ 年７ 月 から ４ 年間 に わた り 、区 長の

求め に 応じ て 、常 設 委員 ３名 及 び区 民 委員 ９ 名又 は １０ 名 によ り、

施策 の 問題 点 や改 善 すべ き事 項 につ い て調 査 ・審 議 を行 い 、報 告書

を提 出 して き たが 、 区民 の声 委 員会 条 例の 改 正に と もな い 、 平 成１

９年 ６ 月末 日 をも って そ の活 動 を終 了 した 。  

 下 表 は、 そ の調 査実 績 であ る 。  

 

 

調査 開 始日  

調  査  件  名  

報告 書 提出 日  

平成 １ ５年  ７月  １ 日  

路上 喫 煙・ た ばこ のポ イ 捨て 対 策に つ いて  

平成 １ ６年  １月 ２６ 日  

平成 １ ６年  ４月 ２６ 日  

区民 に 望ま れ る職 員の 窓 口応 対 につ い て  

平成 １ ６年 １ ０月 ２５ 日  

平成 １ ６年 １ ２月 １３ 日  

区民 に 望ま れ る区 政情 報 の提 供 につ い て  

平成 １ ７年  ６月 ３０ 日  

平成 １ ７年  ９月  １ 日  

犬を 連 れた 区 立公 園の 利 用に つ いて  

平成 １ ８年  ５月 ３１ 日  

平成 １ ８年  ７月 ２４ 日  
子 ど も の 安 全 を 確 保 す る た め の 地 域 ネ ッ ト

ワー ク につ い て  
平成 １ ９年  ６月 ２８ 日  
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資料４ 苦情申立ての処理の流れ 

 

 

 

 

苦情申立人 

区 長 区 民 

区の機関 

・
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六
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等
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③ 
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・
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④ 

  

区民の声委員会 
公 表 報 告 



-  15 - 

資料５  新宿区区民の声委員会条例  

 

目次  

 第１章  総則（第１条－第６条）  

 第２章  組織等（第７条－第１３条）  

 第３章  苦情の申立て及び調査等（第１４条－第２０条）  

 第４章  勧告、意見表明及び公表（第２１条－第２４条）  

 第５章  補則（第２５条－第２８条）  

 附則  

 

   第１章  総則  

 （目的及び設置）  

第１条  この条例は、区政に関する区民の苦情を公正かつ中立的立場から簡易

 迅速に処理する機関を設置することにより、開かれた区政の推進を図り、も

 って区民の区政に対する信頼を確保することを目的とする。  

２  前項の目的のための機関として、新宿区区民の声委員会（以下「委員会」

 という。）を設置する。  

 （委員会の所管事項）  

第２条  委員会は、区の機関の業務に関する事項及び当該業務に関する職員の  

行為（以下「区の業務執行等」という。）について申し立てられた苦情の処理  

を所管する。  

２  委員会は、前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる事項については所

 管しない。  

  (1) 判決、裁決等が行われた事項又は判決、裁決等を求めて係争中の事項  

 (2) 区議会に関する事項  

 (3) 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）に基づき監査委員が監査、検査

  若しくは審査の結果を報告し、若しくは公表した事項又は監査、検査若し

  くは審査を行っている事項  
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 (4) 地方自治法に基づく執行機関の附属機関又は区の専門委員の権限に属す

  る事項  

 (5) 委員会に関する事項  

 （委員会の職務）  

第３条  委員会は、次の各号に掲げる事項をその職務とする。  

 (1) 区の業務執行等についての苦情の申立てを受け付け、その内容を調査し

、結果を通知すること。  

 (2) 前号の処理に関連し、必要があると認めるときは、広く区政について  

  調査すること。  

 (3) 区の機関に対し、勧告し、及び意見表明すること。  

 (4) 勧告及び意見表明等の内容について公表すること。  

 （委員会及び委員の責務）  

第４条  委員会は、中立的な第三者機関として、公正、適切かつ簡易迅速にそ

 の職務を遂行しなければならない。  

２  委員会の構成員（以下「委員」という。）は、職務における中立性を保た

 なければならず、その地位を政党又は政治的目的のために利用してはならな

 い。  

３  委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後                                                                                 

 も、同様とする。  

 （区の機関の責務）  

第５条  区の機関は、委員会の職務の遂行に関し、その中立性を尊重し、公正

 かつ迅速な処理が図られるように積極的に協力しなければならない。  

 （区民等の責務）  

第６条  区民その他この制度を利用するものは、この条例の目的を達成するた

 め、この制度の適正かつ円滑な運営に協力しなければならない。  

                  

   第２章  組織等  

 （組織）  
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第７条  委員会は、人格が高潔で、優れた識見を有する者のうちから、区長が

委嘱する委員３人をもって組織する。  

２  委員会に、委員の互選により定めた会長１人を置く。  

３  会長に事故があるときは、他の委員の互選により会長の職務を代理する者

を定めるものとする。  

 （委員会）  

第８条  委員会は、会長が招集し、主宰し、総理する。  

２  委員会の意思決定は、委員の合議によるものとする。  

 （会議の非公開）  

第９条  委員会の会議は、非公開とする。  

 （事務の委任等）  

第１０条  委員会は、必要があると認めるときは、調査その他の事務をあらか

 じめ指定する委員に委ねることができる。  

２  委員会が行う調査その他の職務の遂行に当たり、委員会に事務を補助する

 者を置き、必要な事務を行わせることができる。  

（委員の任期等）  

第１１条  委員の任期は３年とし、１期に限り再任できる。  

２  次の各号のいずれかに該当する者は、委員となることができない。  

 (1) 区の機関に属する者  

 (2) 前号に定める者と親子、夫婦又は兄弟姉妹の関係にある者  

 (3) 地方公共団体の長  

 (4) 国会議員及び地方公共団体の議会の議員  

 (5) 政党その他の政治団体の役員  

 (6) 区と特別な利害関係にある企業その他の団体の役員  

 （委員の解職）  

第１２条  委員が次の各号のいずれかに該当する場合には、区長は、速やかに

その職を解くものとする。  

 (1) 前条第２項各号のいずれかに該当するとき。  
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 (2) 心身の故障のため職務の遂行に堪えないと認められるとき。  

 (3) 職務上の義務違反その他委員としてふさわしくない行為があると認めら

  れるとき。  

 （委員の欠員）  

第１３条  委員に欠員を生じた場合には、区長は、遅滞なく、新たに委員を委

嘱し、欠員を補充しなければならない。  

   

 第３章  苦情の申立て及び調査等  

 （苦情の申立て）  

第１４条  区の業務執行等について利害関係を有するものは、委員会に対し、  

 苦情を申し立てることができる。  

２  前項の規定による申立ては、次の各号に掲げる事項を記載した書面により

 行うものとする。ただし、委員会がやむを得ないと認める事情がある場合に

 は、書面によらないで行うことができる。  

 (1) 苦情を申し立てる者の氏名及び住所（申し立てるものが法人その他の団

  体である場合には、団体の名称、事務所又は事業所の所在地及び代表者の

  氏名）  

 (2) 苦情の申立ての趣旨及び理由並びに苦情の申立ての原因となった事実の

  あった年月日  

 (3) 前２号のほか、新宿区規則（以下「規則」という。）で定める事項  

 （調査対象外事項）  

第１５条  前条第１項の規定により申し立てられた苦情が次の各号のいずれか

 に該当する場合には、委員会はその調査を行わない。ただし、当該事項につ

 いて、委員会が調査を行うべき特別な事情があると認める場合には、調査を

 行うことができる。  

 (1) 苦情の申立ての原因となった事実のあった日から１年を経過した事項  

 (2) この条例により委員会が既に苦情の処理を行い、終了している事項  

２  委員会は、第２条第２項各号及び前項各号に該当しない事項について、調
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 査することが相当でない特別な事情があると認めるときは、調査しないこと

 ができる。  

 （調査しない旨の通知）  

第１６条  委員会は、第１４条の規定による申立てについて、第２条第２項各

 号及び前条第１項各号に該当する場合又は同条第２項の規定により調査しな

 いとした場合には、調査しない旨を、その理由を付して、苦情を申し立てた

 もの（以下「申立人」という。）に速やかに通知しなければならない。  

 （調査開始の通知）  

第１７条  委員会は、第１４条の規定による申立てにより苦情の調査を開始す

 る場合には、調査を開始する旨を、当該苦情に関係する区の機関に通知する

 ものとする。  

 （調査）  

第１８条  委員会は、必要に応じて、次の各号に掲げる調査を行うことができ

 る。  

 (1) 前条の規定による通知をした区の機関に対し、説明を求め、その保有す

  る関係書類等を閲覧し、若しくはその提出を要求し、又は実地調査を行う

  こと。  

 (2) 当該苦情に関係する機関及び人に対し、質問し、又は事情の聴取若しく

  は実地調査について協力を求めること。  

 (3) 当該苦情に関係する専門技術的事項について、専門機関に対し、調査、

  鑑定、分析等の依頼を行うこと。  

 （調査結果の通知）  

第１９条  委員会は、第１４条の規定による申立てにより苦情の調査を行った

 結果について、申立人に速やかに通知しなければならない。  

 （調査の中止及びその通知）  

第２０条  委員会は、調査を開始した後に、調査の必要がないと認める事情が

 判明した場合には、当該調査を中止することができる。  

２  前項の規定により調査を中止した場合には、委員会は、調査を中止する旨
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 を、その理由を付して、申立人及び第１７条の規定により通知をした区の機

 関に、速やかに通知しなければならない。  

 

   第４章  勧告、意見表明及び公表  

 （勧告等）  

第２１条  委員会は、調査の結果必要があると認めるときは、次の各号に掲げ

 る処置を行うことができる。  

 (1) 区の機関に対し、法令上不適切な行為の是正又は改善の措置（以下「是

  正等の措置」という。）について勧告すること。  

 (2) 区の機関に対し、制度の改善を求めるための意見を表明すること。  

 (3) 前２号の処理に関連して、広く区政について調査し、意見を表明するこ

  と。  

２  前項の処置は、書面で行うものとする。  

（勧告等の尊重）  

第２２条  前条の処置を受けた区の機関は、これを尊重しなければならない。  

２  前条の処置を受けた区の機関は、必要な是正等の措置等を講ずるとともに、

その内容を委員会に報告しなければならない。  

３  前条の処置を受けた区の機関は、是正等の措置等を講ずることができない

 特別な事情があるときは、できない旨を、その理由を付して、委員会に報告  

 しなければならない。  

４  前２項の報告は、前条の処置を受けた日から６０日以内に行うものとす                                                                                 

 る。  

 （報告を受けた旨の通知）  

第２３条  委員会は、前条第２項及び第３項の報告を受けた場合には、当該報

 告内容について、申立人に速やかに通知しなければならない。  

 （公表）  

第２４条  委員会は、次の各号に掲げる事項について公表するものとする。  

 (1) 第２１条第１項第１号の規定による勧告の内容  
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 (2) 第２１条第１項第２号及び第３号の規定により表明された意見の内容  

 (3) 第２２条第２項及び第３項の規定による報告の内容  

                    

第５章  補則  

 （費用弁償）  

第２５条  第１８条第２号の規定により委員会に出席した者に対しては、その

費用を弁償する。ただし、区から給料の支給を受ける職にある者には、支給

しない。  

２  費用弁償の種類、額及び算定方法並びに支給方法については、新宿区議会

等の求めにより出頭した者等の費用弁償に関する条例（昭和５３年新宿区条

例第８号）に定める参考人等の例による。  

 （運営状況の報告）  

第２６条  委員会は、この条例に基づく苦情処理の運営状況について、区長に

 報告するとともに公表するものとする。  

 （個人情報の保護）  

第２７条  委員会及び委員は、この条例の規定により行う通知、調査、勧告、  

 意見表明、公表その他の事務処理について、新宿区個人情報保護条例（平成

 １７年新宿区条例第５号）に従い、個人情報の保護に最大限の配慮をもって

 行わなければならない。  

 （委任）  

第２８条  この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。  

 

附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は、平成１１年１１月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２  この条例は、平成１０年１１月１日以後に発生した事実に係る苦情につい

 て適用する。  
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３  委員会は、この条例の施行日前においても、この条例の実施のために必要

 な事務を行うことができる。  

 （委員の任期に関する特例）  

４  第９条第２項の規定にかかわらず、この条例により最初に委嘱される委員

 のうち区長の指定する１人の委員の１期の任期は２年とする。  

 

附  則  

１  この条例は、平成１５年７月１日から施行する。  

２  この条例による改正前の新宿区区民の声委員会条例（以下「改正前の条例」  

 という。）第９条第１項の規定により委嘱された委員は、この条例による改  

 正後の新宿区区民の声委員会条例第７条第２項の規定により委嘱された委員  

 とみなす。この場合における当該委員の任期は、同条例第１１条第１項の規  

 定にかかわらず、改正前の条例第９条第２項の規定による任期の残任期間と

 する。  

 

附  則  

（施行期日）  

１  この条例は、平成１７年４月１日から施行する。  

 

附  則  

（施行期日）  

１  この条例は、平成１９年７月１日から施行する。  
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区民の声委員会委員  

 

 

○  渡 辺 日 佐 夫   大 学 教 授   
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